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平成20年　年頭のあいさつ

新年明けましておめでとうございます。
今年は子の年、十二支の第一の年であり、気持ちも新た
に、皆様とともに京都産業の一層の発展を目指していきた
いと存じます。　

我が国の経済は回復期を経て、既に数年となりますが、
世界市場のもとで構造的変化が進み、地域や業種、企業に
よる景況の相違は依然として大きく、京都もその例外では
ありません。また地域環境や資源エネルギーの問題、安心
安全の確保など、企業として対処しなければならない課題
も少なくありません。しかし、京都にはそれらに取組む様々

な活動があり、知恵と知識と技術・技能の集積があります。

イノベーションは、今や時代のキーワードとなっていますが、その基盤となるのは「現場」
「現物」「現実」（私は３現主義と呼んでいます）であり、これをしっかり押さえ、長期的な視
点に立って挑戦していくことが必要だと思います。現在、国は地域資源活用による中小企
業の事業創出を広く推進しようとしておりますし、また京都府も中小企業応援条例を制定
し、多様な支援プログラムを明らかにしています。これらの新たな政策手段も効果的に使
い、工夫をすることによって、京都の事業活動は更に豊かに発展できると考えております。

京都府産業支援センターは、今後も市場開拓・取引あっせん、経営革新、技術向上、連携・
交流、試作産業推進、創業、北部産業活性化拠点整備など中小企業がかかわる様々な事業
分野において、企業の皆様とともに課題解決に取組み、前進してまいります。当支援セン
ターを構成する（財）京都産業21と京都府中小企業技術センターをベースに、昨年末に当支
援センターに移転された発明協会京都支部（京都府知的財産総合サポートセンター）との密
接な連携、京都府をはじめ中小企業振興にたずさわる多くの関係機関との相互協力を更に
高めていきたいと思います。

皆様の一層のご理解とご活用をお願い申し上げますとともに、この一年のますますのご
繁栄とご健勝を心から祈念いたします。

現場の視点で、更なるイノベーションを
京都府産業支援センター会長　村田 泰隆
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府民の皆様、新年おめでとうございます。穏やかな新年をお迎えの
ことと思います。
ただ振り返りますと昨年は、景気は好調といわれたものの、実感と

して格差問題に代表されるように府民の暮らしに直接反映されたとは
言い難く、また痛ましい事件が絶えないなど、身近な生活における安
心・安全の確保の大切さを、改めて痛感する一年でもありました。
京都府としても、昨年はまず府民一人ひとりが、できる限り安心し

て日々の生活を送れるよう、府の北部地域を中心とした医師の確保対
策、乳幼児医療費の無料化拡大など地域での子育て応援、安定的な雇
用実現を目指した常用雇用の確保対策、ものづくりをはじめとする中
小企業への支援、交番の再編整備による警察力強化等に、全力を挙げ
てまいりました。
さらには、府民の皆様の力が最大限に生かされるよう、「地域力再生

元年」と位置づけ、商店街振興や都市農村交流から子育て支援、環境対策、犯罪防止まで、身近な問題に取
り組む府民の皆様を支援する「地域力再生プロジェクト」を積極的に展開してきたところです。
本年は、こうした試みの上に立って「安心・安全、希望の京都」を目指す「未来の扉」を開けるため、もう一

度原点に帰って府政の点検を進め、府民視点に立った府庁の行財政改革をしっかりと実行していかなければ
ならないと思っております。
さらに、地域力再生のセカンドステージとして、私どもも積極的に現地・現場に出向き、府民の皆様との

ネットワークを創り上げる中で、府民の皆様が主役の新たな行政を確立するという住民自治の｢未来の扉｣を
開け、引続き教育・医療・福祉・産業・雇用・環境・文化等の多岐の分野にわたり、京都の新しい魅力や価値の創
造に取り組んでまいります。
「未来の扉」は、もちろん地域力だけではありません。京都には世界に誇る「文化」、そして世界に発信し
続けてきた「環境」に対する思いがあります。
今秋は、世界に誇る古典文学の華ともいえる「源氏物語」の千年紀（ミレニアム）にあたります。今ひとたび、

日本文化の原点の一つであるこの汲めども尽きない素晴らしい古典の水脈から、現代の日本が失いかけてい
る大切なものを汲み上げる機会にしたいとこの一年、産学公を挙げ様々な取組が展開されます。平成二三年
には京都で「国民文化祭」も開かれますが、日本の文化の｢未来の扉｣を開けるためにも「京都」の力が求められ
ていると思います。
そしてこの六月には、京都迎賓館等を舞台に「G8サミット外相会合」が開催されます。ポスト京都議定書

に向けた地球環境問題などの重要テーマが話し合われ、北海道の首脳会合と相俟って、ここ京都の地から全
世界へメッセージされていくことになります。そのためにも京都市はじめ市町村と連携し、環境を守り景観
を維持する試みをさらに充実させなければなりません。ここにも環境の｢未来の扉」があります。
私たちの京都府には、北から南まで、豊かな自然・環境との親和の精神、世界に誇る文化・伝統、独創的

な人材や優れたものづくりの技が今も脈々と息づいています。改めて私たちは、「京都」が誇りとする文化と
環境に思いを馳せ、地域における信頼と絆をより一層強めていくことによって、京都の｢未来の扉｣を開いて
いかねばなりません。
「安心・安全、希望の京都」づくりのため、本年も全力で京都府政を推進してまいりますので、府民の皆様
の積極的なご参加を心からお願いいたします。
結びにあたり、この一年の皆様のご健勝とご多幸を心からお祈り申し上げます。

「京都」を日本の「未来の扉」に
京都府知事　山田 啓二
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特別寄稿

あらためて日本産業の課題を考える
日本の産業は、戦後の復興から僅か4半世紀後の1970年

代から80年代にかけて、ホンダ、トヨタの小型車、ウォークマン
に象徴されたエレクトロニクスの成功によって創造的破壊をな
しとげ、世界を驚かせたが、1990年に入ってからは逆に世界
の心配の種となる長期デフレ不況をもたらした。しかし、その失
われた15年間においても、製造業をみるかぎり、生産財・資本
財をBRICS諸国（ブラジル、ロシア、インド、中国）に提供するこ
とにより、また忍耐強い持続的な開発努力によって新規のディ
ジタル素材を生産し続けることにより、いわば近代の産業革命
を完成させつつある。この点に、われわれは自信と誇りを持つ
べきである。

�これからの日本の選択

日本にとっての切迫した問題は、その次をどう考えるかとい
う点にある。どのように見ても現在の世界は大きな変革期にあ
る。地球環境問題にしても、グローバル化に伴う所得格差の顕
在化にしても、フォーゲルのいう「第四の覚醒期」1における精
神的問題にしても、直接・間接にわれわれの生き方にかかわって
くる問題である。また、製造業での雇用は既に日本全体の雇用
の30％を割っていることをみれば、日本が比較優位を持つ「も
のづくり」にだけ頼っていられないことは明らかだが、しかし欧
米諸国にいまのところ遅れを取っているIT・FT結合型（情報と
金融の融合型）の産業にすぐさま乗り移るというわけには行か
ない。とくに、いわゆるファンド資本主義が暴力的にカネの力を
振り翳しているのをみれば、誰もが躊躇するのは当然であろ
う。

そのジレンマの中での選択は厳しい道筋である。険しい山に
登るのに地図のない状態である。経済学の用語でいえば何が
変数になるかも分らないような「ナイト的な不確実性の時代」
である。そういう状況で我々がやらなければならないことは、頂
上はもちろん見えないし、途中も霧に覆われているにしても、
いま立っている場所の位置を確認して歩みを進める方法を見
出し、ともかく「尾根」にたどりつくことである。尾根に立ってみ
れば、霧の晴れたときには新たな眺望がみえる可能性がある。
尾根まで行くことが、いわゆる新成長戦略の目的である。

しかし、試行錯誤で尾根に向かうにしても、素手で行くわけに
はいかない。すくなくとも、ピッケルや望遠鏡は必要である。経
済の場合でいえば、その道具に相当するものは何であろうか。
私は、現時点では「情報技術」（IT）がその道具だと考える。

「コマツ」のIT利用面での画期的な創造

ITによる生産性向上の効果はアメリカでは素晴らしい実績を
示しているにもかかわらず、日本ではその効果がなかなか顕在
化しなかったが、最近では目覚しい成果を挙げている企業も見
1　この点については、本誌�007年1月号の特別寄稿でのべたので、参照され

たい。

られるようになった。例えば、先に
「産業革命を完成しつつある」と
評価した日本の製造業の「コマ
ツ」は、たんに「ものづくり」だけ
ではなく、ITの利用面でも画期的
な創造を行っている。

同社のITの使い方は、今後の
企業および企業間システムにお
けるIT活用の「しくみ」として一つ
の先行例ともなりうるものなの
で、若干の説明をしてみよう。

その「しくみ」というのは、建設
機械の内部に組み込まれる「コムトラックス」とよばれる、セン
サーによる情報収集、送信のシステムである。これによって、世
界各地で使われている機械の稼働や燃料の消費状況などに関
するあらゆるデータを、日本にいながら365日24時間とぎれ
ることなく獲得することができる。建設機械のように、運転費用
が機械購入費用の3倍もするという産業では、このような「一
目瞭然」の効果はとてつもなく大きいが、一般的に考えても、そ
れは必要なサービスを必要な時に提供する「しくみ」として不
可欠になってくるものである。例えば、ユーザーに部品の更新
の時期を予め知らせることができるし、操業データに異常の信
号があれば、何らかの危険があるかも知れないというアラーム
を発することができる。現代のサービスにおいては、このような

「ITのしくみ」に基づいたサービスこそが重要なのであり、それ
によってユーザーや関連企業をも含めて全体の生産性が向上
するのである。同時に、その「しくみ」のなかに蓄積される情報
が、ユーザーが保険をかける時や下取りの買い入れ価格を決
める際などにも有効に使われ、ITが関連サービスのビジネス・モ
デルとして活用されている点も注目すべきである。

そして、このようなITの仕組みを検討するときには、最近の
ウェブ型の「データ」とその「繋ぎ方」における劇的な進歩を十
分に念頭におく必要がある。

ルース・カプリング（疎結合）とは�

IT化が本格的に始まりだした1990年代の初期には、先行者
の有利性が強調されたこともあり、ERP（Enterpr ise 
Resource Planning；企業資源計画）と呼ばれる企業の諸活
動を統一的に一気にIT化するというような接近が喧伝されたこ
ともあって、数千億円の情報システム投資を行うか否かの意思
決定が要求されていた。

しかし、それらのシステムは製造工程と在庫管理を統合する
というような連携には効果的であったが、全体としては柔軟性
のない硬いシステムであり、一部を変更すると別のところで障
害が起こるという傾向があった。具体的にこの欠点は、1990

京都府特別参与、一橋大学名誉教授

今井 賢一
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年代後半にアメリカでITブームとともに起った企業合併の際に、
「合併した2つの企業のERPシステムを統合することは著しく
困難であり、―――ERPシステムを結合させようとすると、概し
てあらゆるものを壊すこと」2になるという形で顕在化した。

その結果、いわゆるITブームの沈静化とともに、企業はその
種の大規模で柔軟性のないシステムに次第に懐疑的になり、
諸部門におけるシステムの変更や合併に伴う調整が柔軟に可
能で、部分的な変換や、代替が可能なより小さいコンポーネント

（ないしモジュール）から構成されるシステムへの要望が高まっ
た。なによりも、日進月歩のIT技術のなかで、小さく始めながら
も「アップグレード」が可能なシステムが求められた。

そして、そのようなシステムを構成する基本思想となったのが
「ルース・カプリング」という考え方である。カプリングという言
葉は汽車の貨車を連結するときなどにも使われ、部分的なシス
テムを緩やかに連結するという意味である。この用語はジョン・
ロバーツの現代企業論などでも正式に用いられるようになって
きているが、そこでは「ルース・カプリング」というカタカナ語で
使われているが、コンピュータ関係の書物では「疎結合」という
訳語が用いられている。

しかし、「ルース・カプリング」（疎結合）とは何であるかを定義
することは難しい。それは疎結合が方法論ないし作法であり、
確立した規則や仕様ではないからである。前述のジョン・ロバー
ツ等の経済学者も定義としては、「十分に最適化されていな
い」型の組織構造というように、否定形でしか表現せず、次のよ
うな単純な例示から始めている。すなわち、標準的なアセンブ
リー・ラインは一人の作業者の遅れが他に直接影響するような
密結合（タイト・カプリング）であるのに対して、生産プロセスの
さまざまな段階に仕掛品在庫を置くシステムは、それが作業の
クッションとなり、作業者から見れば他の作業者の影響を受け
にくい「疎結合」である。

ITにおける「疎結合」

この種の論法でITにおける「疎結合」を説明すれば、それは
前述のような欠点のない情報システムの繋げ方、すなわち一
部を変更すると別のところで障害が起こったり、合併した2つの
企業の情報システムが適切に連結できなかったりといったこと
がない情報システムの作り方である。具体的には、「密結合」の
場合には、技術の混合は「同種のみ」、データ型は特定のものに

「依存」、データの送受信は「同期」でなければならない等々の
厳しい制約があったのに対して、「疎結合」ではそれらの制約が

「異種も可能」「非依存」「非同期」に変わるということである。少
し乱暴にいえば、旧大型コンピュータのメインフレームのシス
テムであれ、最近のJAVAで書かれたシステムであれ、それが
他に迷惑をかけたり助けを求めたりすることなく自立して動く
ものであれば結合できるようにするのが「疎結合」のシステム
である。

現在、この「疎結合」の具体的な適用としてSOA（サービス
志向のアーキテクチャ）が注目されているが、そこではいま述
べたような長所だけが強調されるため、またまた3文字のパス

�　Ｄ. ケイ、大田佳伸訳『疎結合』新紀元社、�004年、13頁（文中一部省略）。

ワードが登場してきたと訝る経営者も多いと聞く。しかし、いう
までもなく、長所をうるためにはコストをかける必要があり、異
なる言語、異なる仕様でつくられた独立の部分システムが自由
に接続しうるためには、その接続面（インターフェイス）に工夫
が必要であり、そこにコストをかけなければならない。この分野
の用語でいえば、インターフェイスの最適化を犠牲にして、柔
軟性という長所をうるのである。その意味をさきに使った例で
簡単に説明しておけば、標準的なアセンブリー・ラインは密結合
であるから作業者の間の接続面にはコストがかからないが、作
業員の一人が貧血で倒れればラインは止まってしまうのに対し
て、仕掛品在庫を置くシステムはそのような予期せぬ事故に対
応できるかわりに、在庫というインターフェイスのコストがかか
るのである。

ルース・カプリング型組織の重要性

さて、このようにルース・カプリング＝疎結合の問題を述べて
きたのは、その視点がこれからの企業組織と産業組織にとって
本質的に重要なものだと考えるからである。というのは、企業
内でいえば、異なる部門の壁があって情報システムがうまく統
合できなかったり、企業内で高度な情報システムが出来ていて
も、一歩外へ出ると他の企業と連携しにくいという、いわゆる

「部分最適」を乗り越えて「全体最適」への道筋をつける手段が
「疎結合」であり、その道筋が、日本の現在の課題である生産性
向上の具体論につながるからである。また、そういう問題であ
れば、ITの技術的問題として扱うのではなく、筆者のような非
専門家が産業組織論の観点から検討しておくことも必要だと
考えたからに他ならない。

実は、この「ルース・カプリング」という用語は筆者自身が
1983年に出版した『日本の産業社会』という書物で、今後の
産業組織のあり方を考える基本的な組織論としてその長所を
次のように述べておいたものである。

第１．それぞれの単位組織が自律性をもち、みずからの環境
を細かくみて適応するので、小さな環境の変化に敏感に適応す
ることができる。

第２．各単位組織は独自に主体的に環境に適応できるので、
適応の仕方に異質性、独自性を確保でき、どこかに創造的な解
を生みうる可能性がある。

第３．堅い連結の組織と比較して、単位組織間の相互負荷が
軽いので、予期せざる変化に対する弱性が小さい。

他方、このような長所の裏返しとして、「環境の変化に対する
適応が小域的なものに止まり、大域的な計画性を導入しがた
い」という弱点がある。

私がこれを書いたときには、もちろん「ルース・カプリング」の
ITシステムや、SOAのソフトウエア等というものは存在しな
かった。ITの進歩はすごいものである。こういう道具を身につけ
て「尾根」までのぼれば、日本産業の将来の姿はおのずと見え
てくるであろう。

それが、新年にあたっての私の展望である。
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京都ビジネス交流フェア2008開催案内

「京都ビジネス交流フェア２００８」開催のご案内
産・学・公が集う！　京都最大規模のビジネスイベント

日　時 � 2008年2月21日（木）〜22日（金）10：00〜17：00（22日は16：30終了）
会　場 � 京都府総合見本市会館　京都市伏見竹田（地下鉄「竹田」下車）
入場料 � 無料
主　催 � 京都府　財団法人京都産業21
共　催 � 財団法人京都府総合見本市会館
後　援 � 近畿経済産業局、京都市、京都商工会議所、（社）京都経済同友会、

（社）京都工業会
＊詳細につきましては、ホームページをご覧ください。　http://www.ki21.jp/bp2008/annai/

きょうと連携交流ひろば2008
大学や金融機関、そしてすでに活動を始めた企業連携グループなどが集まり、約50のブー

ス展示やプレゼンテーション（2月22日10：30〜、14テーマの報告）を通して新しい仲間を探
しています。ぜひこの“連携ひろば”へお越しいただき、おもしろいテーマや仲間を見つけて、何
か新しいプロジェクトを一緒に始めましょう。

大展示場
両日開催10:00〜17:00

(22日は16:30終了)
連携推進部  075-315-9425

中小企業展示コーナー…中小企業165社・グループ183小間
府内の中小企業が自社開発製品、ITや特殊技術を駆使した加工製品、またそれらのパネル

等を展示。
全国からメーカーの資材・購買担当者を招聘し、その場で商談。新たなビジネスパートナー

の発掘を図ります。
今回のフェアでは、京都が先進的にかかわる環境関連のほか、伝統産業のコーナーを増設。

伝統的なものづくり技術を生かした新事業展開を行っている伝統産業企業の紹介及び伝統産
業企業と連携の可能性のある先端技術企業とのマッチングの場を提供いたします。
【出展企業内訳】

①自動化機器、生産設備設計〜製作 11社 ②金型設計〜製作 3社
③精密機械加工 30社 ④精密板金・製缶加工 16社
⑤鍛造・鋳造 5社 ⑥メッキ・塗装熱処理 9社
⑦特殊加工 5社 ⑧成型・樹脂機械加工 6社
⑨電機・電子機器 18社 ⑩木材工芸・木型 1社
⑪環境関連 6社 ⑫情報技術・ソフト 5社
⑬自社開発製品 13社 ⑭試作 10社
⑮その他 9社 ⑯グループ・団体 4グループ
⑰伝統産業 14社  

大展示場
両日開催10:00〜17:00

(22日は16:30終了)
市場開拓グループ  
075-315-8590

技術アライアンスコーナー
自社製品の品質向上（モデルチェンジ）、コスト削減、新商品の企画等のために新技術、新工

法を求め他社との連携を模索するメーカーと、独自技術の開発等、優秀な技術を持ち提案型
営業を得意とする中小企業とのマッチングの場を提供します。（事前エントリーが必要です。）

第二展示場
両日開催11:00〜16:15

市場開拓グループ
075-315-8590

京都“ぎじゅつ”フォーラム2008
（１）平成１９年度京都中小企業技術大賞　表彰式
（２）講演　テーマ　「技術開発を支える情熱」

〜非破壊ヒビ卵検出装置の開発〜
講　師　株式会社ナベル 代表取締役 南部 邦男 氏

５Ｆ　ラウンジ
2月21日 10:30〜12:10

経営企画グループ　
075-315-8848

２００８国際化セミナー
テーマ　「最近の中国のビジネス事情と今後の展望」
講　師　ジェトロ本部海外調査部 主任調査研究員 江原 規由 氏

５Ｆ　ラウンジ
2月22日 10:30〜12:30

ジェトロ京都情報デスク
075-325-2075
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パネルディスカッション 「経営の未来～京都から～」
主　　　　　催 ： （財）京都産業21、（社）京都経営・技術研究会
共　　　　　催 ： 京都商工会議所、京都経営者協会、（社）京都経済同友会、（社）京都工業会
内　　　　　容 ： グローバル時代、企業経営における「京都」の発展可能性
パ　ネ　ラ　ー ： エンノ・ベルント 立命館大学教授（ドイツ連邦共和国）

竹中 秀樹 （株）オムロン本社グループ戦略室主幹
辻 理 （株）サムコ代表取締役社長
村山 裕三 同志社大学大学院教授

コーディネーター ： 中野 勝仁 （株）京都総合経済研究所常務取締役

稲盛ホール
2月22日13:30〜16:00

経営企画グループ
075-315-8848

【同時開催事業】

【お問い合せ先】 （財）京都産業21 事業推進部 市場開拓グループ TEL：075-315-8590  FAX：075-323-5211
E-mail：market@ki21.jp

インキュベートのみやこ事業
主　催：京都産学公連携機構、京都府、京都市
府内インキュベート施設入居企業の製品・技術展示等の連携・マッチングの場

大展示場
両日開催10:00〜17:00

(22日は16:30終了)
京都府商工部産業支援室

075-414-4854

「新しい技術の息吹」－JSTイノベーションプラザ京都　シーズ発表会
主　催：（独）科学技術振興機構ＪＳＴイノベーションプラザ京都

科学技術振興機構 JSTイノベーションプラザ京都がこれまでに支援してきた多数の研究課
題の中から、企業への技術移転や共同研究を目的としたものを企業の皆さまに活用いただく
ために、産学連携マッチングの場を提供します。「こんな技術があったらいい」、「こんなシーズ
を持った先生と出会いたい」とお考えの皆様、新たな発見、解決の糸口を求めてぜひこの機会
にお越し下さい。

大展示場
2月21日（木） 11:00〜16:15

(独）科学技術振興機構ＪＳＴイノベーションプラザ京都
TEL：075-383-1300
FAX：075-383-1301

info@kyoto.jst-plaza.jp
URL http://www.kyoto.jst-plaza.jp/

KYOTO DESIGN WORK SHOW
主　催：京都府
ものづくり企業とデザイン事務所のマッチングの場

大展示場
両日開催10:00〜17:00
（22日は16:30終了）

京都府中小企業技術センター産業デザイン担当
075-315-8636

2008京都・ビジネスマーケットプレイス
[経営革新応援セミナー]経営品質入門オープンセミナー
主　催：京都商工会議所、京都経営品質協議会
演題１ テーマ　「我が信条（クレドー）を実践する経営の仕組み」

講　師　ジョンソン・エンド・ジョンソン 株式会社　代表取締役社長 松本 晃 氏
演題２ テーマ　「いい会社をつくりましょう」

講　師　伊那食品工業株式会社　代表取締役会長 塚越 寛 氏

稲盛ホール
2月21日 13:30〜17:00

京都商工会議所
京都・ビジネスモデル推進センター

075-315-8848
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2007全国異業種交流・新連携フォーラム�in�京都開催報告

●設立からの経緯
大学卒業後の1979年11月、父親の会社から独立し、トーセ

を設立しました。当時はインベーダーゲームが全盛期だったの
でアーケードゲーム機の生産を行い、後にゲームプランの立案
から開発、設計、生産までの一貫体制を整えました。しかし、アー
ケードゲームの行く末に不安があり、家庭用のコンシューマー
ゲームの開発に踏み出していきます。そんな中、1983年に任
天堂よりファミリーコンピューターが発売されました。当社はい
ち早くソフト開発に参入することができ、売り上げ、利益とも急
増しました。その後もコンシューマーゲームの開発を行い、
1999年に上場したことをきっかけに携帯電話のモバイルコン
テンツの企画開発を始めました。2005年にはオンラインゲー
ム、2007年にはセカンドライフの企画開発・運営を始めました。

●経営戦略の浸透
当社の経営戦略は「永遠に続く会社づくり」です。要は絶対に

潰れない会社をつくるということ。そのためには「縁の下の力持
ち」に徹することが第一だと思っています。さらに経営戦略は、
経営陣だけでなく従業員から得意先に至るまで浸透させること
が必要です。大変有難いことに、講演会など話をする機会が何
百回とあったので、おかげさまで浸透させることができました。

ナンバーワンになれば、資金・人材・情報・信頼などが自然と集
まる「ナンバーワン戦略」を大手経営コンサルティング会社が打
ち出しています。当社も受託開発型企業ナンバーワンの地位を
将来的にも維持することが大切と考え、日夜努力しています。

当社は今年で29年目を迎えたのですが、これまで一度も赤
字決算がないのは「縁の下の力持ち」に徹して仕事に取り組ん
でいるからだと思います。

●「企画」を商品に
当社の収益は開発売上・運営売上・ロイヤリティ売上で構成さ

れています。当社は企画・提案を行う作家の集合体のような企
業で、基本的に著作権を自社では持たず、版権の交渉関連をお
客様に行っていただくことで、良い企画開発作業に没頭します。
取引先は、レジャー機器、携帯、コンピュータ・ソフトウェアなどの
ソフトとハードどちらも取り扱っている業界のほぼ全ての大手
企業です。お互いにウィンウィンの関係が築けるように、良い企
画を数多く提案し続けています。

●アイディアを生み出すには
コラボレーション案とは「A社の技術とB社の企業イメージを

合わせる」や「A社の資本力とB社の製品とC社のブランド力を
合わせる」など、企業がそれぞれ持つ特長ある要素をつなぎ合
わせて新しい何かを生み出すことです。会議の半分はコラボ
レーション案の抽出に費やします。当社から様々な企業に提案
し、新しい製品が生まれます。ゆえに、コラボレーション案を生み
出すには独創的なアイディアが非常に大切です。

しかしアイディアといっても、そう簡単に抽出されるわけでは
ありません。アイディアを抽出するために必要なもの、それは

「情報」です。では、この情報というのをどうやって手に入れる
か、そこが問題になってきます。

●情報は価値あるものを
ある本に「情報は単なる石ころであってデータに過ぎない。

その中から価値ある情報（インテリジェンス）を探す努力や工夫
が大切である」とありました。ではどうやって膨大な量の情報の
中からインテリジェンスを探しだすのか。一つに、数多くの経験
を積み重ねたり、多くのものを見たり聞いたりすることでインテ
リジェンスを見つける方法があります。二つ目に、成功体験をも
とに見つける方法。例えば仕事で積んだ経験、つまりキャリアを
生かしてインテリジェンスを見つける方法。そして一番大切な
のが、直感。ここでいう直感とは、物事の変化を読むということ。
変化は様々に起こる現象を見たり体験することで読みやすくな
ります。日ごろからインテリジェンスを発掘するための努力や習
慣を身に付けることが大切です。

株式会社トーセ
代表取締役兼CEO

齋藤 茂 氏

基調講演

「コラボレーション経営」〜縦の異業種交流〜

略　歴
1979年  3月 立命館大学理工学部卒業
1979年  4月 株式会社東亜セイコー入社
1987年  2月 株式会社トーセ
 代表取締役社長
1993年11月 東星軟件（上海）有限公司
 董事長（現）
2001年  3月 東星軟件（杭州）有限公司
 董事長（現）

平成19年10月19日（木）に開催された「２００７全国異業種交流・新連携フォーラムｉｎ京都」の基調講演と3つのパネルディスカッ
ションについて、1〜3月号の3回に分けて紹介します。今回は、基調講演とパネルディスカッション①広域交流の内容を掲載します。

開催報告
全国異業種交流・新連携フォーラム in
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●デジタル情報とは
情報取得方法の一つにインターネットがあります。インター

ネットを利用すると短期間で情報が集まるという利点がありま
す。例えば、当社は93年に上海に進出していますが、95年頃か
ら中国は一変したと感じました。その理由として世界の情報が
簡単に手に入るインターネットの普及があります。中国はIT（イ
ンフォメーションテクノロジー）によって発展・成長しました。

しかしインターネットには問題点もあります。一つは、不正確
な情報が多くあるということ。もう一つは、自分だけが知ってい
ると勘違いしてしまうこと。インターネットに載っている情報は
ほとんどの人が知っていると思った方がいいですね。それに国
にとって不利益な情報を流さないなどミスコントロールの可能
性もあります。そして何より、これまで以上の情報格差が生まれ
ます。先ほど中国はインターネットによって急成長したといいま
したが、広大な土地にいる13億人の中でどのくらいの人がイン
ターネットから情報を仕入れることが出来るのか。インターネッ
トやIT技術を駆使し利益を出す人もいる一方で、電気すら通っ
ておらず情報を仕入れることができない人もいます。こういっ
た情報格差が生じるのもデジタル情報の特徴だと思います。

●大切なのはアナログ情報
そういった観点でいくと、やはり大切なのはアナログ情報だと

思います。取得するにはとても時間がかかりますが、正確で唯一
のものです。

アナログで情報を取得する方法の一つに、本日のような講演
会や勉強会、セミナーへの参加があります。それから、本です
ね。本から情報を得るというのは、インターネットで検索するよ
り時間がかかりますが正確な情報を入手することができます。
私は毎日必ず本屋さんに行くようにしています。加えて、視察や
行動することも大切ですね。本などの情報ではわからない部分
を見つけることができます。

いくつも取得方法を挙げてきましたが、アナログ情報の中で
一番大切なのは、人脈です。しかし人脈を広めるためには、露骨

な見返りを求めないこと。ギブアンドギブアンド…………テイク
の気持ちを持たなければなりません。そして、人を好きになるこ
とが大切です。人脈を広げる努力をしましょう。

●情報の必要性と注意点
情報を持っていないと、非常にもったいないことがあります。

以前、京都市ベンチャー企業目利き委員会の審査員をした時
に、ある企業が1年かけてあるソフトを開発したのに、もうすで
に他の企業が行っていたというようなことがありました。まわり
の情報に対して鈍感であるとか、情報収集に対して時間を割い
ていないとこういったことが起こってしまうのではないでしょう
か。

最後に情報には3つの種類があります。一つ目は、絶対秘密
で情報公開してはいけないもの。二つ目は、TPOに合わせて情
報公開するもの。三つ目は、積極的に公開する情報。情報の使
い分けには気をつけ、工夫して活用してください。

●最後に
当社はこれまでに、情報からインテリジェンスを探し出し、お

客様同士でコラボレーションできるようなアイディアを考えて
提案してきました。そしてこれまでになかった製品をお客様と一
緒になって作り上げてきました。ただ単なる下請けではなく、お
客様同士の「縁の下の力持ち」となってアイディアを出すことで
お客様との関係を築き上げてきたのです。これを私は、縦の異
業種交流と呼ん
でいます。異業
種交流は横のつ
ながりだけでは
ありません。視
点を変えた異業
種交流の道を考
えてみてはいか
がでしょうか。
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2007全国異業種交流・新連携フォーラム�in�京都開催報告

坂本　近年、中小企業の中で負け組が8割、勝ち組が2割と差
が明確になってきました。勝ち組の企業を調べてみると、興
味深い傾向が出ました。一つはネットワーク経営です。「外の
資源」＝外部関係者をわが社の重要なパートナー、資源と位置
づけし、その内部化を図っています。加えて、企業経営の3大
要素「人・物・金」あるいは「人材・技術・情報」以外の経営資源を
豊富にもっています。

もう一つは「広域交流」。中小企業に地域内交流・広域交流・
超広域交流・国際交流のうちどれを行っているか調査し、業績
とクロスさせると、地域内交流より広域交流、広域交流より
超広域交流といったように、国内全体や世界を意識している
企業の方が業績が高いという結果になりました。

本日は「広域交流」に熱心に取り組んでいる3人の方に持論を
展開していただきます。初めに自社・グループを紹介していた
だきましょう。
山本　私は、試作に特化しソリューションを提供するサイト

「京都試作ネット」の代表を務めています。発足メンバー 10社
は、機械金属企業で、もともと経営研究を行う「京都機械金属
中小企業青年連絡会（機青連）」に所属していました。試作ネッ
トは、機青連での勉強を実証するためのビジネスモデルなの
です。今年で7年目を迎えています。
沢根　当社は従業員50名ほどの町工場で、金属バネを製造し、
グループ全体で全国約1万8千社を超えるお客様と取引があり

ます。約20年前から、標準ばねのカタログ通信販売やネット
販売等の独自の販売方法や、試作、小量ニーズに視点を当て
た営業活動を始めました。当初は結果が出ませんでしたが、
国内で仕事を集めたり、新しいお客様を開拓することができ
れば、まだまだやっていけると感じています。

また、私は「静岡県経営革新フォーラム21」という異業種グ
ループの代表を務めています。当グループは約150社の会員
企業の集まりで、定例会をはじめ隔月で企業視察会を繰り返
しています。
吉野　私が代表を務めています「大阪市女性起業家情報交流協
会」は12年前に大阪市経済局の支援で設立しました。5年ほど
は補助を受けていましたが、現在は自立しています。女性だ
けの団体でメンバーは約35社。婦人会や茶話会的な団体では
いけないと思い、真剣に取り組んでいます。昨年はメッセを
開き、先日は2団体と一緒にイベントをしました。
坂本　次に「広域交流」について、県外の企業との連携や取引
の実態を発表していただきましょう。
山本　ITバブルがはじけた2001年、世の中に仕事が無い時
に当グループは発足しました。京都で仕事を探すと仲間内で
仕事を取り合うことになりますので、他府県から仕事を集め、
当グループで出来ないものは仲間にしてもらおうと思いまし
た。京都以外から仕事を受注するという活動が自ずと出てき
たのです。案件は仕事にならなくても一度会って話を聞きま

コーディネーター

坂本 光司 氏　静岡文化芸術大学　文化政策学部　教授 上段左

パネラー

山本 昌作 氏　山本精工株式会社　代表取締役副社長（京都府）　 上段右

沢根 孝佳 氏　沢根スプリング株式会社　代表取締役社長（静岡県） 下段左

吉野 喜美子 氏　大阪市女性起業家情報交流協会　会長（大阪府） 下段右

パネルディスカッション①

広域交流 異業種交流から生まれる気づき
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すので、交流のきっかけが生まれます。足を使い、直接顔を
見ながら得られる情報は限りなく尊いものです。昨年から30
名ほどの営業部隊ができ、メンバー企業のトップセールスマ
ンが他府県に営業活動に行っています。また成功事例として
講演させていただく機会でも交流が始まります。

当グループが上手くいくのは、銭金で動いていないという
ことと中長期的に確かな戦略があることです。そして何より
皆が一丸となって動きます。

昨年度の受注金額は約2億円でした。多い金額ではありませ
んが、相乗効果はたくさんあります。
沢根　当社の基本テーマは「独自性と連携」、さらに通販部門
の理念に「会社は顧客のためにある」と「塵も積もれば山とな
る」の二つがあります。当社の取引先は、県外が圧倒的に多い
のですが、基本テーマと理念に基づいた結果、広域交流が進
んだのだと思います。

当社は価格ではなく、価値で勝負したいと思っています。
当社の価値は、商品をタイムリーに買っていただくこと、1本
のバネの注文であっても翌日に届く、他で断られた物件でも
何とか作ってくれるなどです。その上ブランド構築のために、
様々なPRを試みています。当社は日本のバネ屋の中では、宣
伝広告費の比率が売上に比べて異常に高いです。そして、お
客様に安心感を与えるためにも、お客様からの視点で考える
業務プロセスにしたいと思っています。
吉野　地域内交流だけで満足していたら「井の中の蛙」になっ
てしまい、長い目で見たときに続かない、グループもずっと
同じでは意味がないので、若い世代を引き入れていく必要が
あると思っています。そのためにも広域交流で当協会の魅力
を知ってもらい、人を集めるようにしています。

当協会では、これまで全員で考え、全員で働くという形を
とっていました。しかし、非効率の上、不満も出ていました
ので、今年から運営委員を部門別に分けました。
坂本　5年後10年後、皆さんの会社やグループはどうなって
いると思いますか。
山本　現在、メンバー企業は17社ですが、さらに増やし、「試

作」という切り口で京都が一色になるくらいまでやり続けたい
と思っています。京都を日本の開発系産業の中心地に、試作
の一大産地にしたいのです。

このため、メンバー企業がこの目標に向かって一層努力す
るとともに、優秀な技術を持った協力会社を全国から集めて
いきたいと考えています。現在、顧客を共有すると同時に、
外注先を共有しようという動きがでています。ネットワーク
が全国に生まれているのです。
沢根　当社は製造業ですが、小売業の機能を入れて付加価値
を高めていきたいと思っています。そして、経営理念の一つ
である「社会に奉仕する」の中にある「往復の考え方（恩を受け
たら必ず返そうなど）」をしっかりやろうということですね。
そしてグループとしては、個々の会社が自立できるようになっ
ていきたいです。
吉野　情報が入ってきたとしても氷山の一角でしかないとい
うことがあります。仕事をしていると大人相手にばかりなっ
て、若い子が何を考えているのか感じ取れなくなってしまう
のです。当グループでは、企業研修も必要だが、次世代を担
う学校などを見に行きたいという話が出てきています。

今後はグループをベースにして学生や大学などと交流の輪
を広げていきたいと思っています。
坂本　パネラーの皆様のお話からは、広域交流の原点が、本
日のような会や展示会に出ることから始まり、そして何より、
ネットワークを構成している企業でも、強いコア技術がなけ
ればネットワークは機能しないことを教わりました。理想の
姿は「独自技術と連携」。これが21世紀に通用する会社のイ
メージで、これに向かっ
て、異業種交流の場を
使いながら進化するの
が経営なのかもしれま
せん。広域交流を戦略
的に行う必要があると
思いました。

【お問い合せ先】 （財）京都産業21 連携推進部 TEL：075-315-8677  FAX：075-314-4720
E-mail：renkei@ki21.jp
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関西大学月が丘住宅（QOL改善提案モデル）
―実践的な生活支援工学の構築のために－

関西大学システム理工学部准教授・生活支援工学研究ユニット　倉田 純一

産学連携（関西大学）

１．�はじめに
高度福祉社会QOL改善に寄与する生活支援工学を構築するため、関西大学

生活支援工学研究ユニットでは実践的なデータの収集と蓄積を目指していま
す。それは、生活支援策の恩恵を受ける不特定多数の障害者・高齢者などの当
事者と生活支援策の提案者である研究者との相互で、問題の共有化と評価が
なされる必要があると考えるためで、その実現に向けた特徴的な研究方法とし
て、「実証実験住宅」において研究成果を広く公開すると共に体験者からの直接
的な評価による実践的データを集約し、生活支援工学の体系化に反映させる仕
組みを構築しました。

研究と成果公表の場として「実証実験住宅」を建設し、効果的な共同研究を行
う研究拠点とするとともに、地域や医療機関などに開放して研究成果を社会へ
直接的に公表・還元する場として利用する運用形態は、これまでの生活支援に関
わる研究活動において得られた「当事者である高齢者・障害者、また、その周囲
で彼らを支える医療・福祉関係者の直接的な評価を得ることなしには、実践的な
研究成果が得られない」という経験に基づくもので、工学的評価による性能改
善のみを目指すのではなく、「実践的に使える生活支援工学」の構築へ向けて
の研究体制の基本と考えています。以下に、平成18年7月31日に起工し、平成
19年2月22日に「関西大学月が丘住宅（QOL改善提案モデル）」として竣工し
た実証実験住宅を中心に、プロジェクトの紹介をします。

２．�実証実験住宅の基本構想
実証実験住宅は、体験可能な以下の5つのゾーンに分類されています。
A　居住体験ゾーン B　LDK体験ゾーン
C　動作シミュレーションゾーン D　光環境ゾーン
E　その他体験ゾーン
居住体験ゾーンは、「住まう」行為の最も中核となる「睡眠・食事・排泄」の動線

確保を主題としました。リビングのような寝室を中心とし、トイレ・浴室・キッチン
を含むL字構造としました。居住体験ゾーンの基本設計にあたって、尊厳のある
自立生活を長く継続させるために、「睡眠・食事・排泄」の行為の実行にあっては、
できるだけ障害がないようにすることが重要であり、結果として、「リビングのよ

うな寝室」という空間をその提案としました。
LDK体験ゾーンは、障害者・高齢者など個々に異なる体形や運動機能障害の

度合いによって最適と考えられる調理環境の導出に使用します。このゾーンに
おける調理環境とは、単にキッチン高さやシンク高さだけでなく、その配置や調
理道具の修理や収納までを考慮に入れています。

動作シミュレーションゾーンでは、尊厳のある自立生活を営む上で最も重要
な生活行為である排泄に注目し、便房の大きさ、便器の高さ、取付け姿勢などを
きめ細かく調節できる設備を配置し、運動機能障害の有無による空間設計の変
化を検討します。また、衛生面の確保から必要となる入浴、移動に関わる単純段
差乗り越えについても同様の設備を配置し、リハビリテーションの現場で指導
されている体位変換などの是非についても検討を行います。また、このゾーン
は、疾病による運動機能障害発生から居宅への移行過程において、継続的な自
立生活が可能なように、医療・福祉現場から提案される急激な生活環境変化で
はなく、各自の住宅を意識した生活行為シミュレーションにより住居改善の具体
的設計が可能となるような利用形態を意識しています。

光環境ゾーンでは、「見え」に関する照明条件策定に関する体験実験を実施し
ます。特に、照明環境条件の策定においては「作業」に関する照明条件策定は多
く研究がなされていますが、日常の「憩い」などの非作業状態に対する照明環境
条件についての検討が十分になされているとはいえません。また、室の照明器
具の選定は夜間照明を強く意識したものになっており、昼間に同一条件で照明
すれば一般的には高照度となる傾向が否めません。そこで、昼間における照明
条件を外光の取入れとの兼ね合
いで検討できるよう、室の2面を
大開口とすると同時に遮光設備
を付加して擬似的な壁と窓を創
作可能としました。天井には白・
赤・緑・青の光源を内蔵した拡散
光源を一面に配置し、照明の色
温度・輝度を自由に変更できる空
間としました。

関西大学月が丘住宅
（QOL改善提案モデル）
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【お問い合せ先】 関西大学
社会連携センター

564-8680　大阪府吹田市山手町 3-3-35
TEL：06-6368-1245（ダイヤルイン）  FAX：06-6368-1247

その他の体験ゾーンは、実証実験住宅の廊下、階段、玄関ホールなどを利用
し、「見え」に関する照明実験を中心に、手すり、ドア、ドアノブ、床のすべり、各種
移動装置などを配置した。日常生活を改善するために必要と考えられる数多く
の体験を実施可能としました

３．�「地域・医療・福祉・工学」が連携した福祉社会支援拠点モデルの提案
当研究体制の大きな特徴である研究拠点「実証実験住宅」は、研究グループ

の共同研究を円滑に推進するばかりでなく,QOL改善のための実践的研究、成
果の社会への公表、及び評価を受けるための場として利用されます。ここでは、
研究グループは研究計画にフィードバックすべき実践的データを取得できる利
点があり、また、高齢者・障害者などに対してはQOLを改善するための新たな選
択肢を体験してもらうことができます。そこから得られた知見を活用すること
で、介護保険などの適正かつ有効な運用の一助につなげることが可能と考えて
います。工学の専門知識を有する研究者グループと、運動機能障害となった高
齢者・障害者、周囲の支援者、医療・福祉関係者などが一同に会して、高齢者・障
害者のQOL改善のために議論し、その改善策を提案できるこのような場は、高
度福祉社会において切望される「地域・医療・福祉・工学」が連携した福祉社会支
援拠点モデルの一つの提案となると考えています。たとえば「実証実験住宅」の
ような福祉社会支援拠点において、基礎的運動機能や操作評価、身体計測、体
験による感性試験評価、生活様式の聞き取り調査に基づくシーティング、電動車
いす操作入力装置の形状修正、走行制御系の調整変更、キャスター輪の変更な
どによって、大手介護福祉機器メーカーにより供給される標準的な車いすを短
期間に「一品物」の車いすへと改修すること、あるいは、簡単な故障時にも取り
扱い慣れた車いすをメーカーに預けて代車による生活を余儀なくされている
現状の不都合を解消し、短時間のうちに修理可能なワークショップ機能を備え
ることなどが、このような支援拠点に求められると考えています。このように、医
療・福祉関係者にサポートされ、当事者の生活環境である地域に密着した支援
拠点の存在は、高齢者・障害者の精神的なQOL改善に寄与することができると
考えます。関西大学月が丘住宅は、そのモデルとしての提案でもあります。

４．�高度福祉社会のQOL改善へ向けて
この実証実験住宅のような支援拠点を点在させ、地域性を加味した実践的研

究を展開することにより、利用者それぞれの状況に応じて必要となる対策の内
容がより明確かつ的確に絞り込まれてきます。これによって、生活支援体制を整
備するためのそれぞれの要求に応じた生活支援機器の要求仕様がより具体的

かつハイレベルなものへと高められるとともに、地域・産業界・公的機関などが連
携することで、障害発生から生活支援環境の整備までの設計開発体制が確立さ
れると考えます。加えて、生活支援機器の規格化など開発・生産関連体制の整備
も促進され、わが国における生活支援機器の開発に新たな方向性を示すことが
可能となるでしょう。すなわち、個々の要求レベルに応じた、真の「一品物」の供
給が可能な社会への、大きな一歩を踏み出すことになると考えています。

さらに、これらの成果を統合・発展させることにより、単に工学分野の進歩の
みを意識するのではなく、高齢者や障害者の機能低下を補完してQOLを改善
させるのに効果的に寄与する「生活支援工学」を新たな工学分野として構築さ
せていきます。「生活支援工学」の目指すものは、残存機能や生活様式、あるい
は、QOLの程度が異なる個々人が「生きる」ことを支援する工学体系であり、そ
の影響は工学分野に留まらず福祉・医療分野との協力によって地域へも浸透し、
世界有数の高齢化社会に突入したわが国が、高度福祉国家として成熟していく
うえで必要となる生活支援活動に対する社会的意識を変革させる原動力にな
り、高齢者などの生活の質を改善させることに大きく貢献できると考えていま
す。

５．�生活支援工学の構築へ向けて
これまで一体感が無かった学会での活動も、日本機械学会年次大会に関連し

た市民フォーラムや福祉工学シンポジウムのように、分野を越えた連携の必要
性が認知され始めました。機械的なしくみを作っていく中心である日本機械学
会でも、ようやく利用者を中心に考え、医療・福祉関係者の意見を取り入れた研
究体制が動き始めました。

文部科学省私立大学学術研究高度化推進事業・学術フロンティア推進事業と
して助成を受けて進めている、関西大学月が丘住宅を中心とした本プロジェクト
のように、最終効果判断を委ねるべき利用者の立場に立った生活支援を支える
ための分野横断型の研究は、今まさにその必要性が認識され始めたところで、
その重要性を示す好機となっているといえます。これらの研究体制は、従来の
研究活動を引き継ぎながら、さらに利用者の立場に立った実践的効果が得られ
るような、生活支援機器・環境の開発・提案はもとより、他研究機関との連携を促
進し多方面の視野に立った研究活動を行なう連携研究拠点の形成、また、「地
域、医療、福祉、工学」が連携して高度福祉社会での生活を支援する社会連携支
援モデルの構築へとつながり、当事者の元にその成果を届けることができるで
しょう。
参考URL　http://www.mec.kansai-u.ac.jp/qol/




